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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第３四半期連結
累計期間

第49期
第３四半期連結
累計期間

第48期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 16,177,122 16,992,394 21,662,319

経常利益 （千円） 2,967,967 2,967,437 3,492,342

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,854,180 1,767,634 2,151,091

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,619,574 2,872,508 2,398,456

純資産額 （千円） 52,636,130 55,556,971 53,415,045

総資産額 （千円） 85,080,507 87,231,442 87,580,116

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 35.89 34.21 41.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 35.82 34.11 41.55

自己資本比率 （％） 59.61 61.19 58.73

 

回次
第48期

第３四半期連結
会計期間

第49期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.47 10.63

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第3四半期連結累計期間における我が国経済は、日銀による金融緩和が続く中で、世界経済の拡大を背景に輸

出が好調で、国内の設備投資や生産も緩やかに増加しており、景気全体に緩やかな回復基調が続きました。多くの

企業で9月期の好決算を受けて通期業績予想の上方修正が相次ぎ、日経平均株価も10月に2万2000円台を回復後、上

昇傾向が続いております。ただし、今後の米国の政策運営や金利及び為替相場の変動に加え、相次ぐテロや中東の

混乱、緊迫化する北朝鮮情勢等、世界的な不確実性が高まっており、我が国景気への影響も懸念されております。

 

　航空業界におきましては、この間も旺盛なインバウンド需要が続き、年末年始の旅客実績も国際線・国内線とも

堅調に推移しました。一方で、引き続きLCCや新幹線等との厳しい競争環境にあることや、燃料価格の上昇懸念も

あり、航空各社とも新鋭機材の導入や路線網の拡充、機内サービスの充実等に加え、徹底したコスト管理に取り組

んでいる状況にあります。

 

　このような経済情勢のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）の連結業績につきましては、東京国際空港内

における売上が堅調に推移したこと等により、当第3四半期連結累計期間の売上高は16,992百万円（前年同期比

5.0％増）、営業利益は3,215百万円（同3.3％増）、経常利益は海外における為替の評価損もあり2,967百万円（同

0.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,767百万円（同4.7％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業は、東京国際空港におけるテナントの入居状況が改善したこと、羽田旭町ホテルが通年稼働し

たこと、及びシンガポールの子会社の売上が拡大してきたこと等に伴い、売上高は12,645百万円（前年同期比

5.1％増）となり、営業利益は2,188百万円（同6.0％増）となりました。

 

②熱供給事業

　熱供給事業は、連結子会社の東京空港冷暖房㈱による東京国際空港沖合地区の地域冷暖房売上が天候不順の影

響を受けたこと等により、売上高は2,390百万円（同0.1％減）となり、減価償却費が減少したものの、電気、ガ

スの値上がりや修繕費の増加等もあり、営業利益は889百万円（同3.0％減）となりました。

 

③給排水運営その他事業

　給排水運営その他事業は、東京国際空港の乗降客の増加に伴い給排水の売上が堅調に推移したこと、新千歳空

港における給排水管理業務の開始等により、売上高は1,956百万円（同11.3％増）となり、営業利益は136百万円

（同4.7％増）となりました。
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（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 また、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めておりません。

 

（3）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

（4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについ

て重要な変更はありません。

 

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第3四半期連結会計期間末における総資産は、株価上昇に伴う投資有価証券の増加があったものの、建物その

他の減価償却の進行等により、前連結会計年度末比348百万円減少の87,231百万円となりました。

　負債は、長期借入金の返済等により、前連結会計年度末比2,490百万円減少の31,674百万円となりました。

　純資産は、有価証券の時価会計によるその他有価証券評価差額金の増加や利益剰余金の増加等により、前連結会

計年度末比2,141百万円増加の55,556百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は61.2％と前連結会計年度末に比べ、2.5ポイント増加しました。

 

（6）経営者の問題認識と今後の方針について

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するようにしてお

ります。「空港を拠点とする活力ある民間企業として、空港に必要な施設と機能を創造し提供する役割を担い、航

空の発展に貢献する。」ことを使命としている当社グループとしては、東京国際空港の更なる容量拡大、また、今

後増加が見込まれる訓練需要への対応等を踏まえて、地上施設の整備・充実にいかにして貢献していくかという問

題を認識しております。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、今後の方針についての重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 124,800,000

計 124,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月８日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 54,903,750 54,903,750
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 54,903,750 54,903,750 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

 平成29年12月31日
－ 54,903,750 － 6,826,100 － 6,982,890

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

3,223,700
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

51,644,800
516,448 －

単元未満株式
普通株式

35,250
－ 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 54,903,750 － －

総株主の議決権 － 516,448 －

（注）　上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権の数４個）が含

まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

空港施設株式会社

東京都大田区羽田

空港１丁目６番５

号

3,223,700 － 3,223,700 5.87

計 － 3,223,700 － 3,223,700 5.87

（注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株（議決権の数

１個）あります。

 なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。

 

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

空港施設株式会社(E03958)

四半期報告書

 6/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,713,841 4,919,770

受取手形及び売掛金 1,105,796 1,183,127

有価証券 2,000,000 -

リース債権及びリース投資資産 5,613,569 6,025,463

営業貸付金 6,409,607 5,615,148

原材料及び貯蔵品 13,469 15,385

繰延税金資産 137,464 137,464

その他 222,372 620,553

流動資産合計 19,216,120 18,516,912

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 45,781,042 44,402,018

機械装置及び運搬具（純額） 4,807,542 5,114,975

工具、器具及び備品（純額） 54,200 106,730

土地 9,659,676 9,789,111

建設仮勘定 592,925 680,665

有形固定資産合計 60,895,387 60,093,502

無形固定資産   

ソフトウエア 15,331 26,692

その他 15,080 15,080

無形固定資産合計 30,411 41,773

投資その他の資産   

投資有価証券 6,242,057 7,693,661

長期貸付金 2,823 2,368

繰延税金資産 407,807 72,932

退職給付に係る資産 178,133 145,148

その他 641,941 699,708

貸倒引当金 △34,567 △34,567

投資その他の資産合計 7,438,196 8,579,253

固定資産合計 68,363,995 68,714,529

資産合計 87,580,116 87,231,442
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 952,151 692,820

短期借入金 4,491,774 4,484,697

未払金 630,096 591,729

未払法人税等 753,798 442,636

未払費用 82,989 86,475

前受収益 943,936 1,464,892

賞与引当金 128,380 57,648

役員賞与引当金 24,297 13,990

固定資産撤去費用引当金 28,913 47,843

その他 519,819 460,503

流動負債合計 8,556,157 8,343,236

固定負債   

長期借入金 19,502,373 17,161,474

長期預り保証金 5,402,001 5,489,987

長期未払金 345,169 355,033

役員退職慰労引当金 1,044 6,498

固定資産撤去費用引当金 358,325 318,240

固定負債合計 25,608,913 23,331,233

負債合計 34,165,070 31,674,470

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,826,100 6,826,100

資本剰余金 6,983,993 6,984,670

利益剰余金 36,949,740 37,993,938

自己株式 △1,559,198 △1,553,565

株主資本合計 49,200,635 50,251,143

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,418,429 3,177,202

為替換算調整勘定 △181,790 △55,712

その他の包括利益累計額合計 2,236,639 3,121,490

新株予約権 55,022 79,896

非支配株主持分 1,922,748 2,104,442

純資産合計 53,415,045 55,556,971

負債純資産合計 87,580,116 87,231,442
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 16,177,122 16,992,394

売上原価 11,796,846 12,396,304

売上総利益 4,380,276 4,596,089

販売費及び一般管理費   

役員報酬 231,928 237,561

給料及び賞与 385,980 387,765

賞与引当金繰入額 39,285 34,854

役員賞与引当金繰入額 12,148 13,990

旅費交通費及び通信費 81,458 83,479

租税公課 73,612 114,247

減価償却費 5,775 10,024

その他 436,277 499,065

販売費及び一般管理費合計 1,266,466 1,380,987

営業利益 3,113,809 3,215,102

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 142,260 162,625

受取手数料 52,928 49,369

撤去費用引当金戻入益 106,582 -

その他 59,141 50,641

営業外収益合計 360,913 262,637

営業外費用   

支払利息 269,844 257,430

固定資産撤去費用 24,288 88,606

撤去費用引当金繰入額 166,060 -

為替差損 43,165 146,629

その他 3,398 17,637

営業外費用合計 506,756 510,302

経常利益 2,967,967 2,967,437

特別損失   

固定資産除却損 931 366

特別損失合計 931 366

税金等調整前四半期純利益 2,967,036 2,967,070

法人税等 932,253 979,412

四半期純利益 2,034,782 1,987,657

非支配株主に帰属する四半期純利益 180,602 220,022

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,854,180 1,767,634
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 2,034,782 1,987,657

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 96,075 758,772

為替換算調整勘定 △511,283 126,077

その他の包括利益合計 △415,208 884,850

四半期包括利益 1,619,574 2,872,508

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,438,971 2,652,485

非支配株主に係る四半期包括利益 180,602 220,022
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

－ －千円 AFN PROPERTIES LTD. 728,595千円

計 －千円 計 728,595千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 2,623,495千円 2,620,734千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 309,964 6.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年10月27日

取締役会
普通株式 310,007 6.0 平成28年９月30日 平成28年11月24日 利益剰余金

 
 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 361,676 7.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年10月26日

取締役会
普通株式 361,760 7.0 平成29年９月30日 平成29年11月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）

 
不動産賃貸
事業

熱供給事業
給排水運営
その他事業

計

売上高       

(1)外部顧客に対する

売上高
12,026,569 2,392,852 1,757,699 16,177,122 － 16,177,122

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替高

164,539 646,077 215,170 1,025,787 (1,025,787) －

計 12,191,108 3,038,930 1,972,870 17,202,909 (1,025,787) 16,177,122

セグメント利益 2,065,953 917,097 130,758 3,113,809 － 3,113,809

（注）セグメント利益は、営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）

 
不動産賃貸
事業

熱供給事業
給排水運営
その他事業

計

売上高       

(1)外部顧客に対する

売上高
12,645,548 2,390,374 1,956,472 16,992,394 － 16,992,394

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替高

183,048 632,243 197,416 1,012,708 (1,012,708) －

計 12,828,596 3,022,617 2,153,888 18,005,102 (1,012,708) 16,992,394

セグメント利益 2,188,940 889,252 136,909 3,215,102 － 3,215,102

（注）セグメント利益は、営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 35円89銭 34円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,854,180 1,767,634

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円）
1,854,180 1,767,634

普通株式の期中平均株式数（千株） 51,663 51,675

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 35円82銭 34円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 104 147

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　当社は平成30年1月25日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条

の規定に基づき、自己株式を取得すること、及び会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決議致し

ました。

 

　1.自己株式の取得及び消却を行う理由

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

 

　2.自己株式の取得に係る事項の内容

　　　(1)取得する株式の種類　　当社普通株式

　　　(2)取得する株式の総数　　2,100,000株(上限)

　　　(3)株式の取得価額の総額　1,417百万円

　　　(4)取得結果の公表　　　　平成30年1月26日午前8時45分の取引時間終了後に取得結果を公表致します。

　　　(5)取得方法　　　　　　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)において買付の委託を行いま

す。

 

　3.自己株式の消却の内容

(1)消却する株式の種類　　　当社普通株式

　　　(2)消却する株式の総数　　　 2,100,000株(消却前の発行済株式総数の3.82%)

　　　(3)消却後の発行済株式総数　52,803,750株

　　　(4)消却予定日　　　　　　　平成30年2月14日

 

　　(注)上記3.(2)の消却する株式の数は平成30年1月26日に予定される自己株式の取得(取得予定株式数は2,100,000株を

予定)により取得が可能となった株式数を上限とします。

　(ご参考)　　平成29年12月31日時点の自己株式の保有状況

　　　　　　　発行済株式総数(自己株式を除く)　　51,679,839株

　　　　　　　自己株式数　　　　　　　　　　　　 3,223,911株
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２【その他】

平成29年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・361,760千円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・7円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・平成29年11月24日

（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年１月25日

空港施設株式会社

取締役会 御中
 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 橋元 秀行   印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 清水谷 修   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている空港施設株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、空港施設株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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